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は じ め に

企 業な いし経営者の社会的責任なる問題につい ての学術 的考察は、 間題を経済倫理や企業の

社会 性・ 公共性を含むものとして広く解するな らば、 経済 学や法学の分野でも古くから
なされ

て き た と い っ て よ い。 経 済 的 騎 士 道 の 可 能 性 に つ い て の マ ー シ ャ ル の 所 説 や、 株 式 会 社
企 業 に

お け る プ リ ン シ パ ル と 工 一 ジ ェ ン ト の 近 代 的 関 係 を め ぐ る ド ッ ド の 論 議 は・ そ の よ う な 先 駆 的

考察 の例 である。 経営学研究の領域では、 経営者 の社
会的責任を初めて正面から論じたとされ

る シ ェ ル ド ン の 所 説 が 良 く 知 ら れ て い る。 こ れ ら の 考 察 に 続 い て 今 世 紀 半 ば ま で に、 諸 方 面 で

社会 的責 任研究の展開がみられたが、 経営学研究 の範 曙に属す る
ものとしては、 経営者の責任

を 論 じ た ド ラ ッ カ ー の 所 説、 事 業 家 の 社 会 的 責 任 に っ い て 体 系
的 に 述 べ た ボ ー エ ン の 見 解、 現

代 企 業 の 社 会 的 責 任 を 扱 っ た イ ー ル ズ の 主 張、 等 を 挙 げ る こ と が で き る
１）
。 そ の 後、 社 会 的 責

任研 究は急速な発展をみっ つ今日に至るが、 経営学分 野のそ れにっ いていえば、 企業の社会的

責任、 企 業と環境、
企業と社会、 企業の社会的反応、 企業 における社会的間題、 企業ないし経

営の 倫理、
等の主題の下で、 方法論や分析手法、 等に 関して多様性を示しつ っ、 研究の深化・

拡 大 が な さ れ て き た。

本 稿では、 社会的責任に関する経営学研究の動向、 とり わけその今日的動向について、
なら

びにその よう な責任研究の課題について眺めるこ とに よっ て、 社会
的責任間題への理解を深め

るこ とにす 乱 はじめに・ 社会的責任研究の動向
をみ てい ㍍

Ｉ 社会的量任研究の重カ向

企 業な いし経営者の社会的責任は、 企業 もしく はそ の主 体としての経営者が企業の内外をめ

ぐるさま ざま な利害関係者の期待に応えていくこ とを 意味するが、 そのような社会的責任につ

いて の経 営学的研究は多様な形で展開されている。 か かる多様な研究に関しその流れを整理 し

よ う と す る 試 み の う ち の 主 要 な も の に、 フ レ デ リ ッ ク の 所 説
２）や エ プ ス タ イ ン の そ れ３）を 挙 げ
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う る が、 責 任 研 究 の 動 向 を 把 握 す る た
め の 手 掛 り と し て、 ま ず フ レ デ リ ッ ク の 所 説 を み て い く

な ら ば、 っ ぎ の よ う で あ る。

か れ は、 株 式 会 社 企 業 の 社 会
的 責 任 に 関 す る 研 究 を、 「企 業 の 社 会 的 責 任 （Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ

Ｓｏｃｉａ１ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｉ１ｉｔｙ．
ＣＳＲ １ と 略 称 さ れ る）」 の 理 論、 「企 業 の 社 会 的 反 応 （Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ

Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｓｐｏｎｓｉｖｅｎｅｓｓ．
ＣＳＲ ２ と 略 称 さ れ る）」 の 理 論、 お よ び 「企 業 の 道 徳 的 正 し さ （Ｃｏｒ－

ｐｏｒａｔｅ Ｓｏｃｉａｌ Ｒｅｃｔｉｔｕｄｅ． ＣＳＲ ３ と 略 称 さ
れ る）」 の 理 論 の ３ 範 蟻 に 分 類 し っ つ、 研 究 の 流 れ

を 論 じ る。 す な わ ち、 か れ に よ る と、 援 助
を 必 要 と す る ひ と び と を 支 援 す べ し と い う 「慈 善 の

原則」 と、 企業経営者は社会の希少資 源の受託者で
あるという 「受託者の原則」 とに基づ きつ

つ、 １９５０ 年 代 か ら ６０ 年 代 に ＣＳＲ １ の 理 論
が 展 開 さ れ た。 そ れ は 一 方 で は、 企 業 の 内 外 を

め

ぐる諸 関係者の企業への期待を充足す ることの必要性にっいて、 ひいて は、 企業に係わってく

る と こ ろ の、 社 会 の 価 値、 目 的、 規 範、
基 準 と い っ た も の に つ い て 論 じ る。 他 方、 そ れ は そ の

ような 期待や価値を実現するための経 営方策にっいても論じる。 しか しなが ら、 いず れの側面

の 議 論 も 十 分 で は な か っ た の で あ り、 か く し て、 １９７０ 年 代 に な る と ＣＳＲ ２ の 理 論 が 展 開 を み

た。 そ れは経営者
が責任に反応するた めの手段に関心を抱いており、 責任・価値の実現の

ため

の 経営管理的方策ない し経営管理活動 を扱う。 それは目標の認識と順位
づけ、 間

題解決の ため

の 権限と責任、 資
源の割当て、 業績に 対す る報酬、 結果の評価

といった、 経営管
理上 の諸 間題

を とり 上げており、 責任課題に対応す るための用具や技術に経営者が熟練するこ
とを助 けた。

こ のよう にＣＳＲ２の理論 は、 責任・価 値の達成 のための経 営管理活 動に関す る
実践的理論 の

精 緻化に少なからず寄与 した ものの、 そ れは追求さる
べき目的・責任・価値に対する考察を欠

い て お り、 ＣＳＲ １ の 理 論 の 欠 陥 を 補 う に 十 分 で は
な か っ た の で あ る。 こ こ か ら、 価 値 と 倫 理

が 企 業 の 意 思 決 定 に 係 わ っ て く る と い う ＣＳＲ３ の 理 論 が、
１９８０ 年 代 ま で に 出 現 を み た。 そ れ

は倫理学の理論を理解 し利用 しようと するものであって、 企業による社会的係わりの 目的その

ものに関心をもち、 問題となる倫理 的価値を尋ねる。 そ
れは、 社会の価値か ら企業 は自由 たり

え な い と す る も の で あ っ て、 ＣＳＲ １ お よ び ＣＳＲ ２ の 理 論 を 一 歩 進 め る も の で あ る、 と。

上のようなフ レデリックの所説 が責 任研究の流れを十分に把握 しているかにっいて は、 多少

の 疑問 が存在す る。 は じめに触 れたよう に、 社会 的責任 研究は社 会的反
応論や経 営倫理 論と

い っ た主 題以外 に も、 企業環 境論、 「企 業と 社会」 論、 等の主 題下 で も
進め られ てき たの で

あ って、
とりわけ、 社会的責任問題を 社会の中の企業といった、 より広い準拠枠の中 で

理 論と

政策の両面 から考察 せんとす る 「企業と 社会」 論が ＣＳＲ１ の理論と時期 をほ ぼ同 じく して展

開 を み っ っ、 現 在 に 至 っ て い る こ と に 触 れ て い な い の は 間 題 で あ ろ う。 ま
た、 経 営 倫 理 研 究 に

あ って も責 任・倫理 にかなう経 営管理 的方策に 対する考 察が含ま れており、 む しろＣＳＲ２の

あ とを承 ける形で ＣＳＲ３ が出現 したとみる よりも、 責任
間題につい ての技術 論的・実証 理論

的研究を基 本的特質 とする ＣＳＲ２ は、 実証
理論 的な技術論 研究への 取組みが社 会的責任 研究

の 重 要 課 題 で あ る 現 在、 そ れ は そ の
１ 部 が ＣＳＲ ３ に 吸 収 さ れ る 形 を と り つ つ も、 今 日 も 依 然、
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その展開をみていると考える方 が適切 である。

要するに社会的責任研究の流 れは、 第 １に、 責任の本質と責任実践の方策と に係わる ところ

の、 こ の 意 味 で の い わ ば 理 論 と 政 策 の 総 合 と し て の 総 合 的 ・ 包 括 的 な 責 任 研 究、 第 ２ に、 か か

る研究 の政策論 的・技術 論的側 面の強化 を図 ろうとす るとこ ろの、 な らびに責任 実践の妥 当

性・必要性に関する理論的基盤を含 め、 政策的提言の理論的基盤を実証分析によっ て強化 しよ

うとするところの技術論的・実証理論 的研究、
および第３に、 政

策的提言の価値前 提た る社 会

的責 任そ のものを応用倫理学の角度か ら改め て考察するところの経営倫理研究という３っの、

段 階的に生起しっ つ併行的に現在に至る一連 の研 究の流れとして、 ひとまず把握すること がで

き る の で あ る。

こ のよ うに、 社会的責任研究の今日的状況 は、 責任につ いての総合的研究、 技術論的・実証

理論 的研究、 および経営倫理研究の三者の併 行的展開
として理解されるが、 っ

ぎに、 こ
れら３

研究 のう ちのあとの２っに関 し、 その展開状 況
を 簡単 に述べるならば、

第３の経営倫理研究 は、

今日、 米国を中心に目覚しい展開をみている。 独自の学間分野としての経営倫理の論
ない し学

が 成 立 し て お り、 社 会 的 認 知 を 得 る に 至 っ て い る。 デ ィ
ジ ョ ー ジ に 従 う な ら ば 経 営 倫 理 論 は、

雇用 条件 等をめぐり神学者や宗教家が ビジネスの 世界における道徳や倫理にっいて説教を行っ

て い た １９６０ 年 以 前 の 段 階、 ス ラ
ム ・ エ コ ロ ジ ー ・ 等 の 社 会 問 題 を め ぐ り 経 営 学 者 が 企 業 の 社

会的責 任を論 じるに至った６０年 代の 段階、 およ
び神学者や経 営学 者の研究に加えて、 哲学者

による企 業の道徳や、 差別等の社会的 ト
ピックス につ いての倫理学的もしくは哲学的分析がみ

られ、 経営倫理論なる学際的分野が展開するに 至っ た７０年代の 段階
を経 て、 ８５年までにそ れ

に 関 す る 学 会、 学 術 誌、 大 学 で の 講 義、 テ キ ス ト、 企 業 内 訓 練、 等 の
展 開 ・ 導 入 が み ら れ る 中

で、 １ っ の 学 問 分 野 と し て 確 定 を み た の で あ る
４）
。 こ れ ら は 米 国 の 状 況 で あ る が、 経 営 倫 理 に

関する社 会的ならびに学問的関心は欧州やわ が国 でも、 このところ同様の高まりを示 しっっあ

る
。

技術論 的研究・実証理論的研究の展開につ いて いう ならば、 社会的責任をめ ぐる近年の経 営

学的研究 は、 責任間題に企業
をより良く対応せ しめるための経営管理上の方策・手段に少な か

らぬ 関心 を寄せてきた。 また、 そのような方策・手 段の確立に向け、 問題への実証理論 的接近

がますま すなさ れるとともに、 責任実践の企業経 営上 の望ま しさ・必要性を社会的責任実践
と

企業利潤 との相 関性についての実証的考察を通 じて明 らかにしようとするような研究も展開さ

れてき たのであっ て、 それは、 責任実践の必要性 を説 きっつ 実践のた
めにとられるべき経営管

理的 方策 を論 ずるところの、 いわば規範理論 的・技術 論的研究をその理論面に関 し補強 しよう

と す る。

規範 理論的・技術論的研究の理論面でのかかる補 強に関して付言するな らば、 一般論と して

なん らかの政策的提言は、 それが所期の効果を もちう る
ためには、

理論的裏付けを必要とする。

すなわち、 提案さ れた行動と予想される結果
との 間の 相関関係、 できうれば因果関係が実証 的
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に 明 ら か に さ れ て い る こ と を 必 要 と す る。 そ し て こ の こ と は、 政 策 的 提 言 の 探 究 が 必 然 的 に、

因果関係把握のための実証 的研 究の 展開に向うことを意味する。 事実、 社会 的責任に 関す る技

術論的ないし政策論的研究の進展に 伴っ て、 責任関連の企業活動についての実証 的研究が 盛ん

と な っ た の で あ る。 実 証 研 究 の こ の よ う な 展 開 に 関 し て は、 森 本 教 授 も、 経 営 学 に お け る 社 会

的責任関連の既存研究の流れを、 社 会的責任の実践が企業の存続・成長に不可欠であるとする

演繹的規範理論研究、 社会的責任の 現実 的要 請に対処して問題解決手段の開発と精緻化を図ろ

う とする技術論的研究、 およ び、 社会 的責 任の遂行が企業の存続・成長に、 具体的に は企業の

財務的・経済的業績に どのような効果を もたらす かを実証的に考察する実証理論研究の３種の

雁行する流れとして捉えるとと もに、 こ れら流れの研究内容を命題定立、 命題実践、 およ び命

題 検 証 と し て 相 互 に 関 連 付 け て い る５）。

■ 経営倫理論の特質と課題

近年の社会的責任研究がとりわけ経営倫理研究 の形 でな されていることは・ 上に指摘 した如

く であ るが、 ここで、 そのような経営倫理研究な いし経営倫理論にっいてその特質と課題を中

心 に、 更 に 眺
め る こ と に し た い６）。

さて、 経 営倫理研究の特
質を明らかにするため には、 ま ず、 経営倫理研究において経営倫理

な い し 企 業 倫 理 が な に を 意 味 し て い る か を 尋 ね る こ と が 適 切 で あ 孔 経 営 倫 理 （ｂｕｓｉｎｅｓｓ

ｅｔｈｉｃｓ） の 意 味 で あ る が、 ｂｕｓｉｎｅｓｓ ｅｔｈｉｃｓ な る 語 は 論 者 に お い て 一 般 に、 経 営 倫 理 な い し 企

業倫理、 およびかかる経営倫理に関する学 もしく は論 としての経営倫理論の双方を意味するも

の と し て 用 い ら れ て い る。 こ の 場 合・ 経 営 倫 理 に は 各 種 の レ
ベ ル を 考 え う る が・ 経 営 倫 理 論 で

は 通 常・
企 業 レ ベ ル の み な ら ず・ 企 業 内 の 組 織 階 層 の 諸 レ

ベ ル・ お よ び 個 人 レ
ベ ル の そ れ が と

り上 げられている。 経営倫理における倫理の意味 としては、 論者は経営倫理を経営道徳と同義

に、 す な わ ち 企 業 経 営 を め ぐ る・ 良 い も し く は 悪 い・ あ る い は 正 し い も し く は 誤 っ た 行 動 に 関

連させ る形 で用 いている。 倫理と法の関係にっいていえ ぱ、 両 者は一面において重なり合う一

方、 倫 理は法の要請を越えて行動することを含むとみ 孔

このよう な経 営倫理論の特質としては・ つ ぎの ものを挙 げる ことができ 孔 第１は・ 経営倫

理論で は規 範倫 理学的接近がとられていることである。 す
なわ ち、 経営倫理論に

あっては一般

に、 記述倫 理学 的接近を含みつっも、 規範倫理学的
な接近下で経 営倫理に関する考察がなされ

ており、 正 邪、 善悪の観点から企業の行為が眺
め られ、 企業にお いてとられるべき行為基準の

提示が試み られる。 第２は・ 経営倫理論はその考察内容の面で、
企 業の社会 的責任につ いての

論と基本的 には同一の範蟻にあるということである。 一般 に経営倫 理論 は、 企業とそ の利害関

係 者 の 関 係 に 焦 点 を 当 て、 そ こ に お け る 主 要 な 今 日 的 課 題 を 論 じ よ う と す る。 そ し て、 こ の こ

と はその考察領 域に関して経営倫理論が、 「企業の社会的責任」 論や 「企 業と 社会」 論と同一
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の範蟻にあることを示 している。 第３に、 第２の特質とも関連するが、 経営倫理論 は経 営倫 理

という角度か ら企業の社 会的責任につ いての経営学的理論を補強する ものであること、 そ して

その際に、 経営倫理論 が理論 的側 面
と政策論的側面の両者を伴う技術論的経営理論 として展 開

される方向にあるこ とである。 す
なわ ち、 それは

一方において企業活動の目的ない し価値前 提

と しての社会的責任の解 明に寄与 せん とす るとともに、 他方においてそのよう
な責 任の達成 の

ための経営的方策につい ても考察 を試 みる。

かくの如き諸特質を もつ経 営倫 理論 は、 企業が追求す
べき価値について考察する こと を通 じ

て、
な ら び に、 現 状 で は 必 ず し も 体 系 的 で な い が、 か か る 価 値 の 実 現 の た め に と ら れ る

べ き 経

営方策にっいて も考察するこ とを 通じて、 企業の社会的責任についての経営学 的理論の 構築 に

寄 与 し っ っ あ る が、 そ の よ う な 寄 与 が 十 分 に み ら れ る た め に は、 そ れ は 企 業 に お い て と ら れ る

べき倫理基準、 かかる基準の 内在 化の ための具体的な経営管理的手段、 およ び、 こ れら倫理
基

準と経営管理的手段の必 然性 と有 効性 につ いての実証理論的裏付けの諸領域で一層の充実を 必

要 と す る の で あ っ て、 つ ぎ に こ れ ら の 課 題 を み て い く。

まず、 倫理基準に関 して述 べるな らば、 経営倫理論は、 ビ
ジネスの世界と他の世 界に は唯一

の 共 通 的 な 倫 理 基 準 が 存 在 す る と い う 道 徳 的 同 一 性 の 理 論 （ｔｈｅｏｒｙ ｏｆ ｍｏｒａ１ ｕｎｉｔｉｔｙ
７）） を

受け入れており、 規範倫理学 が提 示す るところの、 個人間の関係を律する倫理
基準を企業と 社

会の関係に適用 しようとする。 こ の場 合、 個人の行動を律す
べき正邪の基準にっいて は倫理学

者 の 間 に も 種 々 の 見 解 が み ら れ る こ と に な る が、
一 般 に そ れ ら は 目 的 論 （ｔｅ１ｅｏｌｏｇｉＣａｌ

ｔｈｅｏｒｙ） と 義 務 論 （ｄｅｏｎｔｏｌｏｇｉｃａ１ｔｈｅｏｒｙ） に 大 別 さ れ る。 前 者 は、 な に が 道 徳 的 に 正 で あ

るか、 邪であるか、 義務 づけられているかを判定する基準は、 行為
か ら導 出さ れる道徳外の 価

値 で あ る と み て お り、 産 出 さ れ る 善 の 純 量、 つ ま り 悪 に 勝 る 善 の
量 が、 他 の 行 動 に お け る そ れ

よ り 多 い か、 少 く と も 等 し い と き、 あ る 行 為 は 正 と
な る。 他 方、 義 務 論 に あ っ て は、 正 ・ 義 務

といったものが道徳と関係なく善 であ るものの関数に過 ぎないということを否定 し、 結 果と関

係なくある行為をそ れ自 体と して 正ま たは義務としうる理由が存在するとみる。 経 営倫 理論 で

しば しばとり上 げられる もの は、 目
的論の範躊に属しペ ンサムとミルによって展開 をみ た功利

主義の基準、 義務論の代 表的主張たる
カ ントの提示する命題、 分配正義をめ ぐるロ ール

ズの包

括 的 正 義 の 原 則、 等 で あ る
８）と と も に、 そ の よ う な 基 準 が む し ろ 同 時 的 に 提 示 さ れ る。 ま た、

幾っかの宗教的格言や、 かなり に具体的な実践的行動基準もとり上 げられる。
なお、 異

なる基

準が用い られて も結論 にさ して違 いはないとする論者もみ られる。 経営倫理論 は倫
理基 準にっ

いてこのように考え るが、 しかしながら、 基準にっ いての見解の多様性
を 克服 しっつ、 多元的

基 準 の 統 合 に 向 け て 努 め る こ と も、 こ れ か ら の 経 営 倫 理 論 に 望 ま れ る と み て よ い。
加 え て、 企

業経営の国際化・世 界化 に伴う経 営倫理基準の多元化への考慮や、 伝統的
な経 営倫 理論 におけ

る人間中心主義の 限界の克服、 等も課題と して存在するといえよう。

っ ぎに、 倫理基準 の企業経営への内在化にっいて触れる
な らば、 企業を して 十分に倫理指向
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的たらしめるためには、 企業状況の把握 から経営管理活動の結果の評価に至る、 一連の 経営 管

理活動の過程のそれぞれでその仕組み と内 容の両面に関し、 倫理的諸要請への応答 の必要性 が

絶え ず意識されることが必要である。 例え ぱ、 経営理念において倫理基準の企業による 遵守が

謳わ れるとともに、 具体的な企業行動 基準 としての倫理コー ドの設定が重要となる。 あ るいは

企業内のひとびとに対する業績評価と報酬 提供が、 倫理的観点も踏まえっっなされね ばな らな

い。 経営倫
理論は企業を倫理基準にかなわ しめるための経営管理的方策にっいて も論 じている

が、 より 体系化され掘り下 げられた論議
が必要 である。

最 後に、 倫理的基準と経営管理 的方策
と に関する理論的裏付けの間題に関 していうな らば、

経営 倫理論は企業行動の前提をなす倫理 的価値 にっ いて、 ならびに価値実現のための経 営管 理

的方 策につ いて論じるが・ その際それ は技術論
として・ 倫

理的価値と経営管理的方策を 提示 し

その 受け入れと実践を命ずる。 し
かる に、 経営 倫理論

がそのような試みに十分に成功 しうる た

めに は、 実証され客観化された必然的論理
な いし理論によって裏打ちされた ものと して、

か か

る価 値と手段が提示されることを必要とする。 かく して、 そのよう
な実証理論的研究の一層 の

展開 もま た、 経営倫理論の課題の１つと して存 在す ることに
なるのである。

皿 実証理論研究の展開

１． 社 会
的責任と実証理論的研究

経 営学 を技術論として理解するな らば、 かかる経 営学とは、 理論を根底とする政策論を意味

する。 そ れは、 企業の客観的にして必
然的な目 的を 明らかにするとともに、 目的の達成に関連

する企業 経営上の諸現象にっいて、 実証的方法 によ って現象間の関係ない し法則、 とりわけ因

果法則を 中心 に理論的命題を導出する。 ついでそ れは、 理論におけるかかる因果法則を活用 し

っっ、 目
的達 成のための手段について考察 しようとする のである。 技術論としての経営学はこ

のような 性格 をもっ が、 理論的命題の導出にあたっ てはそ れは企業経営をめぐる諸現象を観察

し、 現象 間の 関係 に関する仮説を構築す 乱 ついで・ 現 実との照合や実験によって・ 仮説の妥

当性を検証 し、 妥当性が実証された仮説を命題と して確 立す るとともに、 得られた一連の命題

の体系化 と論 理演緯のうちに、 １っのまとまりを もっ た理論 を形成する。 かかる理論は、 別個

に 存 在 す る 現 象 ・ 事 物 を 統 合 ・ 秩 序 づ け ・ 体 系 化 す る と と も に、 そ の こ と に よ っ て 現 象 ・ 事 物

の間の関係を 説明しようとするものであり、 それ は変数 間の 関係 である。 関係には類型や因果

関 係、 等、 さ ま ざ ま な も の が 存 在 し う る が、 経 営 学 で は と り わ け 因 果 的 関 係 が 重 要 と な る
９）
。

経営学の性 格、 および経営学における理論的命題につ いて の上 述の見方は、 企業の社会的責

任に関する経 営学 的理論の現状にもそのまま妥当する。 今日 の社 会的責任研究にあっては、 事

実科学の立場 に立ちっっ 論理実証主義的方法で理論ない し法則、 とり わけ因果的それを導出 し

ようとすると ともに、
かかる理論に基づいて社会的責任に関する 規範 的命題を、 ひいては経営
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方策関連の提言を展開 しようとする 動き が、 顕著であるといってよ い。 実証分析による理論導

出に関していうならば、 企業による社会 的責 任実践の度合に対 して経営組織 構造のあり方や経

営行動基準の設定のあり方、 等が及 ぼしている影響や効果についての実証研 究、 あるいは、 企

業 の社 会的責任関連活動の実践と企業の経済 的業績との間の関連性の如何を めぐる実証研究が

盛 ん で あ る。

後者 に関して触れるならば、 少なからぬ研究者 が企 業の社会的責任とその収益性の 間の関係

に つ い て 実 証 的 分 析 を 行 っ て き て い る。 こ れ ら の 分 析 は、 研 究 者 に よ っ て 方 法 を 異 に す る と と

もに、 結論 も必 ずしも同じではない。 すなわち、 社会 的責 任関連業績を どんな形でと らえるか

（例 えば、 いわゆる名声評価法により把握す るか、 社会監査等の他の方 法でとらえるか）、 収益

性関連業績をな にに よっ て、 どのように測定するか （例え ば、 資本利益率等の会計的指標と株

価等の資本市場関運指標 のいずれ、 もしく はその双方で測定す るか、 ま た、 測定に際 して収益

を リ ス ク で 調 整 す る か ど う か）、 更 に は 両 者 の 間 に タ イ ム ラ グ を 置 い て 考 察 す る か ど う か、 等

に 関 し て 多 様 で あ る と と も に、 結 論 も さ ま ざ ま で あ る
ｍ）
。 結 論 に つ い て い え ば、 社 会 的 責 任 業

績と収益性業績との間に は正の相 関が存在 するとともに、 責任実践 は収益性 向上 に寄与すると

いう見方が有力である一方、 社会 的責 任業 績と収益性業績の間には相関 は存 在しない、 あるい

はむしろ負の相関がみられるとする見解 も存在する。 ま た、 正の相関ありとする ものにあって

も、 責 任と収益性のいずれが原因であり結果で あるかについては、 収益性が原因 であり、 責任

は結果 であ るという見方も存在するのである。 さ れば、 つ
ぎに、 実証研究方法によっ て社 会的

責任と 収益 性の関係 を考察するパー ヴァ らの研究を 眺めっつ、 このような実証研究にっいて、

な ら び に 社 会 的 責 任 と 収 益 性 の 関 係 に つ い て、 更 に み て い く こ と に す る。

２ 社会的貫 任と 経済的業績の関連性 ハ ーウァらの所説を中心に

パ ー ヴ ァ ら
１１）は、 近 年、 少 な か ら ぬ 機 関 投 資 家 が 社 会 的 な ス ク リ ー ン も し く は 基 準 を 用 い て

大 量 の 投 資 を 行 っ て い る と い う。 投 資 対 象 企 業 を 環 境 間 題 へ の 関 心、 コ ミ ュ ニ テ ィ 関 連 活 動、

核 エ ネ ル ギ ー へ の 係 わ り、 製 品 の 晶 質、 消 費 者 関 連 活 動、 従 業 員 関 連 活 動、 フ ィ ラ ン ソ ロ
ピ ー、

人 権 抑 圧 的 国 家 へ の 投 資、 等 を 基 準 に 選 択 す る 社 会 的 責 任 投 資 （ｓｏｃｉａｌｌｙ－ｒｅｓｐｏｎｓｉｂｌｅｉｎｖｅｓｔ・

ｉｎｇ） が 出 現 し て い る と い う。 こ の よ う に 今 日、 投 資 家 の １ 部 は、 伝 統 的 な 経 済 的 ス ク リ ー ン

に 加 え て、 社 会 的 責 任 の ス ク リ ー ン を 用 い っ つ そ の 資 金 を 配 分 す る よ う に な っ て い る 一 方、 か

れ ら に よ る と、 ネ ガ テ ィ
ブ も し く は ポ ジ テ ィ ブ な 形 で 社 会 的 責 任 の ス ク リ ー ン を 用 い る こ と の

財 務 的 な ペ ネ フ ィ ッ ト と コ ス ト、 等 は 未 だ 判 然 と し な い の で あ っ て、 か く し て か れ ら は、 社 会

的責 任と財務業績の間の結びつきの方向と程度 を測 定しようと試みているところの、 過 去の実

証 研 究 を レ ビュ ー す る と と も に、 自 ら も か か る 結 び っ き に つ い て 実 証 研 究 を 行 う。 す な わ ち、

ＣＥＰ （ｔｈｅ Ｃｏｕｎｃｉ１ ｏｎ Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｐｒｉｏｒｉｔｉｅｓ） に よ っ て 社 会 的 に 責 任 あ り と さ れ た 企 業 の 長 期

的 な 財 務 業 績 を 規 模 と 産 業 で マ ッ チ す る コ ン ト ロ ー ル ・ サ ン プ ル と 対 比 し つ つ、 考 察 す る。 そ
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し て・ 社 会 的 責 任 活 動
の ベ ネ フ ィ ッ ト と コ ス ト、 お よ び 社 会 的 責 任 の 性 質、 等 に つ い て 更 な る

解明を図ろうとす 孔 かれ らの研究 の手 続と結果の概要は・ つ ぎのようである。

ま ず、 か れ ら は ２１ の 先 行 結 果
を レ ビ ュ ー す る こ と で、 社 会 的 に 責 任 あ る 企 業 は そ う で な い

企業に比し、 財務業績に関 して 優っ ている
か、 少くとも同程度である といっ た現象が存在する

よう にみえることを指摘すると ともに、
かかる現象を 「社会的費用の パラ ドック ス」 と名付け

る。 す な わ ち、 か れ ら は １９７１ 年 か ら １９９２ 年 に
か け て 存 在 す る ２１ 研 究 の う ち、 社 会

的 責 任 と

財 務 業 績 の 間 に 正 の 結 び っ き あ り と す る も の が １２、 負 の そ れ
が １、 関 連

な し は ８ で あ っ て、

レ ビ ュ ー か ら の 観 察 か ら つ ぎ の こ と が 判 明 す る と い う。 そ の １ は、 社 会 的 に 責 任 あ る 企 業 の 財

務 業 績 は、 そ う で な い 企 業 と 少 く と も 同 等 で あ る こ と、 つ ま り、 社 会 的 費 用 の
パ ラ ド ッ ク ス が

存在することである。 その２ は、 社 会的責任に関する業績の尺度と して各 種の 変数が使用され

ていることである。 ９研究 が環境 関連業績を、 ６研究が名声指数を、 ２研 究が情報開示を用 い

る。 その３は、 財務業績も同様 であり、 ７研究が株価関連業績を、 ６研究
が財 務会計関連の業

績 を、 ２ 研 究 が 市 場
べ 一 ス の リ ス ク 尺 度 を、 そ し て ６ 研 究

が 複 数 尺 度 を 用 い る こ と で あ る。 そ

の ４ は、 サ ン プ ル 数 も さ ま ざ ま で あ り、 ２０ サ ン プ ル 以 下 の も の が ７ 研 究 を 数 え る
一 方、 ６１ サ

ン プ ル 以 上 の も の が ６ 研 究 み ら れ る こ と で あ る。 そ し て、 パ ー ヴ ァ ら は 上 の 社 会 的 費 用 の パ ラ

ド ッ ク ス に つ い て の あ り う る 説 明 と し て、 つ ぎ の ５ つ を 挙 げ る。 そ の １ は、 責 任
あ る 企 業 と そ

うでない企業の間には行動や内 容において本質的な違いはなく、
パラ ドックス はもともと存在

しないという ものである。 その ２は、 社会的責任と財務業績の間 に結
びつ きあ りとするこれま

での諸検証は、 その方法の 点で 不適切であるというもので
ある。 その３ は、 社 会的責任目標の

意識的な追求 は、 より良い 財務 業績をもたらすというものである。 そ の４ は、 良好
な財務業績

が社会的責任目標の意識 的追求 を可能ならしめるという ものである。 そ の５は、 社会的責任目

標の意識的追求はとき に、 高い財務業績をもたらすというもので
あっ て、 社会的責任活動には

企 業 に ネ ッ ト の コ ス ト を も た ら す も の と、 そ う で
な い も の が 存 在 す る と い う も の で あ る。

っいでパー ヴァ らは、 社 会的責任
と財務業績の結 びつきについ て自らも実証分析を行い、 上

の命題を検証する。 かれらは、
ＣＥＰ が社 会的に責任あるとする５３企業群の長期的な財務業績

を 調 べ、 そ の 結 果 を 産 業 と 規 模 で マ ッ チ し
た コ ン ト ロ ー ル ・ サ ン プ ル 群 と 対 比 す る。 そ の 際、

時 間 経 過 に よ る 業 績 変 化 を テ ス ト す る た め、 １９８５ ～ ７ 年、 お よ び １９８９ ～ ９１ 年 の ２ 期 間 に っ

いて両群を比較する。 なお、 財務業績の基準と して は市場リター ン等の株式市場関連の業績尺

度、 流 動 比 率 ・ 市 場
べ 一 タ 等 の リ ス ク 尺 度、 そ の 他 が 用 い ら れ る。 結 果 に つ い て か れ ら は、 社

会的責任を有する 企業 群が対照群よりも財務業績の面で劣っ ているということはいえず、 逆に

幾つかの業績尺度 に関しては前者が後者より優れている こと、 ま た、 時間経過に伴う傾向につ

いて は、 ２期間についてそれ
ぞれの企 業群 に関し （財務業 績の傾向をみるとき）、 対照群

が社

会的責任企業 群よ りも財務業績が向上するという証拠 は存在しないことを指摘するとと もに、

前記の説 明５ が最 も妥当性を有するとするのである。
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パ ー ヴ ァ ら の 実 証 研 究 の 概 要 は、 以 上 の よ う で あ る。
パ ー ヴ ァ ら は、 既 存 研 究 に つ い て 詳 し

い サ ー ベ イ を 行 う と と も に、 自 ら も か な り の 数 の サ ン プ ル 企 業 に っ い て 実 証 的 に 分 析 を 行 っ て

い る。 そ の 際、 財 務 業 績 の 尺 度 と し て リ ス ク 尺 度 を 含 む 各 種 の も の を 導 入 す る、 あ る い は、 財

務 業 績 の 時 間 経 過 に つ い て も 考 察 す る、 等、 種 々 の 工 夫 を こ ら し て い る。 そ う し た 上 で、 か な

りに慎重 な形 でではあるが、 社会的責任と財務業績の 間には正相関関係、 ひいては因果 関係 が

存在する こと が証 明さ れたとするのである。

かれ らの主 張は、 そ れなりの説得力をもつようにみえる が、 その検証の仕方、 等に対する反

論もありうるであ ろう。 ま た、 社会的責任の実践 が利潤獲 得能 力を含む多様な目標達成能力の

維持・ 一般的にいえ ば企業 の存続成長能力の維持を指向 しつつ なさ れる一方・ 責任には利潤獲

得と無関連のそれ も含ま れること、 そもそも獲得利潤の大きさ はな によりも市場関連の経営戦

略 の あ り 方 に 左 右 さ れ る こ と、 等 を 考 え る な ら ば、
パ ー ヴ ァ ら の 研 究 を 含 め て、 企 業 に お け る

社会的責任活動のすべてと企業 全体 の財務業績との間の相関性、 とりわ け因果性につ いて、 そ

の有無を実証的に明らかに しようとする 研究に果して どこまで意味 があ るか、 という根本的疑

間 を 示 し う る か も し れ ぬ。 そ れ に も 拘 わ ら ず、 こ の 種 の 実 証 分 析、 と り わ け、 特 定 責 任 の 実 践

の財務業績へのイ ンパクトに関する実証 分析は、 企業がその限 られた資 源の下で 社会貢献責任

をはじめとする各種の責任に取り組 むことを 不可避としている今日、 少くと も、 より 良き責任

関連 戦略の構築のための基礎づくりと しての 意義をもっ ことは、 否定 しえないであろう。

結 ぴ

本稿で は、 社会 的責任研究が経営学研究の旧くて新 しい 主題である一方、 時代の進展の中で

研究の拡 大・ 深化 がみられることを、 経営倫理研究と技術 論的・実証理論的研究に焦点を当て

っっ述べてき た。 企業による社会的責任実践の必要性を述 べつつ、 実践のための具体的方策に

っいて論 じる という形 で展開をみてきた社会的責任研究 は、 社 会的反応論を中心とする技術論

的研究、
な らびにそこ において顕著な実証分析的考察を通 して、 責 任実践の方策に関 し内容と

理論的裏付けの面で近年、 顕著
な前進を示している。 それ はま た、 経営倫理研究を通して、 責

任本質の解明に関 して 同様 の前 進を示している。 しか しなが ら、 企 業の 社会 的責任が企業の市

場権力をめ ぐる責任・ およ び企 業の 社会的機能たる経済的生産活動か ら派生 する責任を主とし

て意味する段階か ら、 これ らの責任 に加 えて社会問題への取り組みの責任、 およ び、 企業維持

の責任を含むところの総合 的責 任の 段階に到達していること、 そ してここか ら、 企業による責

任への取り組みが、
ある意味で は企業の 経営管理活動の中核をなすに至って いる といってもよ

いことを考えるとき、 社会的責任研究 もま た、 経営学研究の附随的領域の地位に止ま るこ とな

く、 経営学研究の基本的・中核的領域たる べく 発展することを求め られているといえよう。 こ

の場合、 社会的責任研究がそのような発展を 遂げるためには、 なによりも、 経営倫理研究 と技
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術論的・実証理論 的研 究の両面で、 責任研究の更なる 展開がみられることが必要である。 加
え

て、 責任問題を 「企業 と社 会」 というより広い準拠枠 の中で論じることも、 責任研究 に要 請さ

れるであろう。 す なわ ち、 「企業と社会」 論の中に責 任研 究が位置
づけられっっ、 研究の 領域

と内容の一段の拡 充が図られることが重要となる と思 われ 乱

い わ ゆ る 「企 業 と 社 会」 論 は、 ２０ 世 紀 後 半 に、 マ ク ガ イ ヤ
１２）ら の 研 究 を 起 点 に 展 開 を み た

一連の経営学研究をいう が、 そ れは、 社会の目的・価 値等 の動向を含む企業と社会の基本 的動

向、
企業の社会的責任、 企 業と各種利害関係者、 およ び企業責任の今日的課題といっ たものを

論じている。 それ は企 業の社会的責任なる間題に 第１ 次的な関心を寄せており、 かか る間題を

企業の対利害関係 者関 係という広い準拠枠の中で 考察 する。 それは、 企業経営の観点 から企業

と社会の関係をめ ぐる 間題につ いて眺めるとと もに、 そ のような問題への経営管理 的対応 策に

も言及 しようと しており、 こうした意味で はそれ は技 術論 としての経営学の論理展開 方法に立

脚している。 かかる 「企業と社会」 論は経営戦略 関連 環境 としての市場と社会の双方 への 企業

適応、 っまり
企業 の社 会経済的適応を扱うように、 そ の考察領域を拡大することを必 要とする。

企業の社会的責任 の理 論が、 そのような新たな 「企業と社会」 論の中核理論にふさわ しい内容

を有するような形 で、 経営倫理論面と技術論 的・ 実証 的理論の両面でその充実をみる とき、 そ

れはこれか らの経 営理論の主流たりうるであろう。
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「企 業 と 社 会」 論 に つ い て は 詳 し く は

、
拙 著

『現 代 の 企 業 と 社 会』、 玉９９１ 年。


